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新地方公会計制度と財務諸表の作成について 

 
 

１ 新地方公会計制度とは    

 

公会計とは官庁会計ともいわれ、国及び地方公共団体で行われている会計のことをい

います。 

新地方公会計制度では、官庁会計に基づく従来の会計制度を継続しながら、企業会計

の手法を取り入れることになります。現金主義・単式簿記を特徴とする現行の官庁会計

に対し、発生主義・複式簿記を特徴とする企業会計方式では、現金の動きだけではなく、

ストック（どれだけの資産をたくわえているか）やフロー（資金がどのように動いたか、

その流れ）、行政コストを統合的に把握することが可能になります。 

 

 

２ 新地方公会計制度導入の目的 

 

 ⑴ 住民に対する財務情報の分かりやすい開示 

 ⑵ 資産と債務の正確な把握と管理（固定資産台帳整備等） 

 ⑶ 行政経営意思決定への活用 

 

 

３ 財務諸表（財務４表）について 

 

財務諸表は、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計

算書」の４表です。 

 

⑴ 貸借対照表 

住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をどのよう

な財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した財務諸表であり、表

内の資産合計額（表の左側）と負債・純資産合計額（表の右側）が一致し、左右がイ

コールになり、バランスをとっていることから「バランスシート」とも呼ばれていま

す。 

 

 ⑵ 行政コスト計算書 

町の行政活動のうち、資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費と、その行

政サービスの対価として得られた収入金等の財源を対比させた財務諸表です。 
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⑶ 純資産変動計算書 

「貸借対照表」内の「純資産の部」に計上されている数値が１年間でどのように増

減したかを表している財務諸表です。 

 

 ⑷ 資金収支計算書 

資金の出入りの情報を「業務活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」に分け

て表示した財務諸表です。 

 

 

４ 財務諸表の作成基準 

 

平成 19 年 10 月に総務省より「新地方公会計制度実務研究会報告書」が公表され、財

務諸表の作成モデルである「基準モデル」と「総務省改定モデル」が示されました。 

これを受けて当町では、これまで「総務省改定モデル」を採用し、財務諸表の作成・

公表を行ってきました。 

  その間、財務諸表の作成・公表の動きは、全国的にも進められてきましたが、国の示

した作成モデル以外にも複数の会計モデルが存在したため、市町村間の比較することが

困難であるなどの課題もあったことから、平成 26年度には総務省から新たに「統一的な

基準」が示され、全ての地方公共団体は平成 29年度末までにこの「統一的な基準」に基

づいた財務諸表の作成を求められることとなりました。 

  当町では、こうした要請を受け、平成 28 年度決算から統一的な基準に基づく財務諸表

の作成することとしました。 

 

⑴ 作成基準日 

平成 30 年 3 月 31 日とし、出納整理期間（平成 30 年 4 月 1 日から 5 月 31 日まで）

における資金の出入りは、基準日までに完了したものとして処理しています。 

 

 ⑵ 作成対象 

「一般会計等」においては、一般会計と地方公営事業会計以外の特別会計を対象と

しています（次ページ参照）。 

全会計及び連結財務諸表（後述する「全会計及び連結財務諸表について」参照）に

ついては、一般会計等に加え自治体のすべての公営事業会計を含めたもの、さらには

一部事務組合・広域連合、地方三公社、第三セクター等を連結対象としています。（当

町の連結対象については、「【別紙】連結の範囲」参照） 

 

 

 

 



３ 
 

◆ 一般会計等とは ・・・・・ 地方公共団体における公営事業会計以外の会計 

 
 
【財務書類の対象区分】                   【地方自治法上の区分】 

                
           一般会計（※） 

           

           特別会計 公営事業会計以外のもので公営 
会計              住宅、公共用地先行取得等の事業 
               （新潟県営開拓パイロット事業会計） 

 

           公営企業会計（水道事業会計） 
           公営企業会計（下水道事業会計） 
           国民健康保険事業会計 

           介護保険事業会計 

           後期高齢者医療事業会計 
             
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般 

会計等 

公営 
事業 
会計 

一般 
会計 

特別 
会計 
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◆貸借対照表の説明 
  貸借対照表は、どれほどの資産や債務を有するかについてのストックの情報を示すの

で、年度末における町の【資産】（将来の世代に引き継ぐ社会資本等）・【負債】（将来の

世代が負担しなければならない金額）・【純資産】（これまでの世代が負担した金額）を対

比して表示したものです。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  ■ 行政サービスを提供するために形成してきた「資産」の総額は、207 億 2,337 万円 

となっています。 

このうち、「固定資産」は 194 億 6,082 万円（資産総額の 93.9％）で「有形固定資

産」が 154 億 3,528 円（74.5％）、「投資その他の資産」が 40億 2,554 万円（19.4％）

となりました。 

また、「流動資産」は合計で 12億 6,256 万円（資産総額の 6.1％）となりました。 

 

 

 

 

 

 

借　　　方 貸　　　方

負　　債

　　　　　　　　地方債

資　　産 　　　　　　　　債務負担行為

　　　　　　　　退職手当引当金等

　　　　　　　　土地・建物

　　　　　　　　貸付金

　　　　　　　　現金、基金等

純資産

　　　　　　　　国庫支出金

　　　　　　　　県支出金
　　　　　　　　一般財源等

一般会計等財務諸表について 
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■町民一人当たりの貸借対照表 

        住民基本台帳人口（平成 30 年 1月 1 日現在）１４，３２９人 

借     方 貸      方 

 

 

 

資  産 

１４５万円 

 

 

 

 

負  債 

３１万円 

 

 

純 資 産 

１１４万円 

 

資産は、土地や建物などの有形固定資産や現金、基金、出資金などの形で一人

当たり約 145 万円の資産があることを表しています。 

     また、負債と純資産は、現在の資産形成がどのようなお金でなされてきたかを

表しており、負債はこれから返済・支出する必要があるもので、純資産は、これ

までの世代が既に負担し、今後返済の必要がない金額を表しています。 

 

 

 

◆行政コスト計算書の説明 

 
  行政コスト計算書は、1年間の行政運営コストのうち、行政が提供する資産形成以外の

すべてのサービスにかかるコストを、人件費、物件費等、その他の業務費用、移転費用

に区分して表示したものです。 

  【経常費用】から【経常収益】を差し引いた【純経常行政コスト】は、資産形成を除

く行政サービスの純粋なコストを示しています。 

 
■ 経常費用 

資産形成以外のすべての行政サービスにかかった費用である「経常費用」の総額は 101

億 5,147 万円となっています。 

経常費用の内訳をみると、人件費は 19億 4,750 万円（19.2％）、物件費等は 33 億 1,402

万円（32.6％）、その他の業務費用は 9,923 万円（1.0％）、移転費用は 47 億 9,072 万円

（47.2％）となっています。 
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■ 経常収益 

資産形成以外の行政サービスの直接の対価である「経常収益」の総額は 3 億 8,718 万

円となっています。 

このうち、使用料及び手数料は 7,594 万円（19.6％）、その他は 3億 1,124 万円（80.4％）

となっています。 

 

■ 純経常行政コスト 

  「経常費用」から行政サービス提供の対価である「経常収益」を差し引いたものです。 
  「純経常行政コスト」は 97 億 6,430 万円となっています。 

 

■ 純行政コスト （「純経常行政コスト」＋「臨時損失」－「臨時利益」） 

「純行政コスト」は 97億 6,430 万円となっています。 

 

 

◆純資産変動計算書の説明 

 
  純資産変動計算書は、貸借対照表に計上されている純資産が 1 年間でどのように変動

したかを表しているものです。 
  純資産は現在までの世代が負担してきた部分であり、この財務書類により、１年間で

それが増えたのか減ったのかがわかります。 
 
 ■「純資産」の額は、167 億 4,194 万円から 163 億 5,774 万円へ 3億 8,420 万円減少しま

した。 

 

 

◆資金収支計算書の説明 

 
  資金収支計算書は、１年間の歳計現金（＝資金）の流れを活動別に【業務活動収支】、

【投資活動収支】、【財務活動収支】の 3 つに区分して表したものです。 
  ３つの区分で表されるため、どのような活動に資金が必要とされ、どのように賄った

のかがわかります。 
 
 ■「業務活動収支」が 6億 4,701 万円のプラス、「投資活動収支」が 3億 2,110 万円、「財

務活動収支」が 2 億 2,742 万円のマイナスとなり、差し引きで 9,850 万円のプラスと

なっています。 
  本年度末現金預金残高は 6億 7,180 万円となりました。 
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主な分析指標 

     

■ 町民一人当たりの資産、負債、純資産、純行政コスト 

資産 負債 純資産 純行政コスト 

145 万円 31 万円 114 万円 68 万円 

※平成 30年 3月 31 日現在の住民基本台帳人口 14,329 人 

 

  ■ 社会資本等形成の世代間負担比率 （将来世代負担比率） 

 【地方債（1年内償還予定地方債も含む）÷有形固定資産】×１００ 

    

社会資本の整備の結果を示す有形固定資産の形成コストを将来の負担となる地方

債の負債などでどれだけ負担したかを表します。この比率が高いほど、将来の世代

が負担すべき割合が高いといえます。 

 

平成 28 年度 ２１.１％ 

平成 29 年度 ２０.４％ 

      

■ 純資産比率 【純資産合計】÷【資産合計】×１００ 

     

企業会計の「自己資本比率」に相当し、総資産のうち償還義務のない純資産がど

れくらいの割合かを表します。この比率が高いほど将来世代の負担の割合が少ない

といえます。 

 

平成 28 年度 ８１.０％ 

平成 29 年度 ７８.９％ 

 

■ 受益者負担比率 【経常収益÷経常費用】×１００  

 

  経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経常収益の行政コストに対

する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することができます。 

 受益者負担比率が他団体に比べて著しく低い場合などは、原因を検討する必要が

あります。 

 

平成 28 年度 ４.０％ 

平成 29 年度 ３.８％ 
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全会計及び連結会計財務諸表について 
 

◆ 全会計及び連結会計財務諸表とは 

   全会計財務諸表とは、一般会計等のほか、自治体を構成するその他の特別会計（公

営事業会計）を全て含めた自治体全体の財務活動を表した財務書類です。 

また、連結会計財務諸表とは、自治体の全会計に加えて、自治体と連携協力して行

政サービスを実施している関係団体や法人を一つの行政サービス実施主体とみなして

作成する財務諸表です。 

   全会計及び連結会計財務諸表を構成する会計・団体・法人は、下図のとおりです。 

 

 
 

 

◆ 連結の範囲 

 

１ 地方公共団体 

  自治体に属する、一般会計等及びすべての公営事業会計が対象となります。 

 

２ 地方独立行政法人 

  自治体が設立したすべての地方独立行政法人が連結対象となります。 

  当町では、対象となる法人はありません。 

 

３ 一部事務組合・広域連合 

  自治体が加入するすべての一部事務組合・広域連合を連結対象とします。連結の方法 

 は、原則として規約に基づく当該年度の経費負担割合で、連結します。 
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４ 地方三公社 

  自治体が設立したすべての地方三公社（土地開発公社、住宅供給公社、道路公社）が 

 連結対象となります。 

 

５ 第三セクター等 

  自治体の出資（出えんを含む）比率が 50％以上の法人はすべて連結対象とします。 

  自治体の出資比率が 25％以上 50％未満の法人については、役員の派遣、財政支援等 

 の実態から、法人経営に実質的に主導的な立場を確保していると認められる場合には 

 連結対象とします。 

 

６ 相殺消去について 

  連結対象の会計、法人等の間で行われた取引については、原則として相殺消去してい 

 ます。 

 

 ※ 当町の具体的な連結対象範囲は、別紙のとおりです。 

 



一般会計

新潟県営開拓パイロット事業聖籠町特別会計

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

水道事業会計（公営企業会計）

下水道事業会計（公営企業会計）

新潟県市町村総合事務組合

新発田広域事務組合

新発田地域老人福祉保健事務組合

下越障害福祉事務組合

豊栄郷清掃施設処理組合

新潟県後期高齢者医療広域連合

新潟東港地域水道用水供給企業団

下越土地開発公社

株式会社　聖籠の杜

聖籠地場物産株式会社

　　一般会計等

　　公営事業会計

  一部事務組合等

地方三公社

第三セクター等

【別紙】 連結の範囲

全 会 計（聖籠町）
P19～26

連 結
P27～P34

１０
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一般会計等財務書類 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



一般会計等 【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 19,460,817   固定負債 3,852,630

    有形固定資産 15,435,282     地方債 2,807,451

      事業用資産 12,221,472     長期未払金 -

        土地 3,156,712     退職手当引当金 1,045,179

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 20,881,616     その他 -

        建物減価償却累計額 -11,992,947   流動負債 513,004

        工作物 2,377,014     １年内償還予定地方債 344,122

        工作物減価償却累計額 -2,202,221     未払金 48

        船舶 590     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -590     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 94,749

        航空機 -     預り金 74,085

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 4,365,634

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 1,296   固定資産等形成分 20,022,401

      インフラ資産 2,977,777   余剰分（不足分） -3,664,660

        土地 553,282

        建物 46,208

        建物減価償却累計額 -24,038

        工作物 23,009,907

        工作物減価償却累計額 -20,774,366

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 166,784

      物品 1,346,451

      物品減価償却累計額 -1,110,417

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 4,025,535

      投資及び出資金 2,868,983

        有価証券 -

        出資金 2,868,983

        その他 -

      投資損失引当金 -36,000

      長期延滞債権 37,242

      長期貸付金 450,363

      基金 707,869

        減債基金 -

        その他 707,869

      その他 -

      徴収不能引当金 -2,921

  流動資産 1,262,557

    現金預金 671,796

    未収金 29,836

    短期貸付金 -

    基金 561,584

      財政調整基金 476,936

      減債基金 84,648

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -658 純資産合計 16,357,741

資産合計 20,723,374 負債及び純資産合計 20,723,374

貸借対照表
（平成30年3月31日現在）
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一般会計等 【様式第2号】

（単位：千円）

行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

  経常費用 10,151,473

    業務費用 5,360,750

      人件費 1,947,500

        職員給与費 1,255,812

        賞与等引当金繰入額 94,749

        退職手当引当金繰入額 514,681

        その他 82,259

      物件費等 3,314,024

        物件費 2,383,512

        維持補修費 96,536

        減価償却費 833,976

        その他 -

      その他の業務費用 99,226

        支払利息 30,721

        徴収不能引当金繰入額 4,091

        その他 64,414

    移転費用 4,790,723

      補助金等 3,780,182

      社会保障給付 649,897

      他会計への繰出金 353,527

      その他 7,116

  経常収益 387,178

    使用料及び手数料 75,940

    その他 311,238

純経常行政コスト 9,764,295

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

純行政コスト 9,764,295

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -
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一般会計等 【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 16,741,941 20,283,165 -3,541,224

  純行政コスト（△） -9,764,295 -9,764,295

  財源 9,070,717 9,070,717

    税収等 7,042,568 7,042,568

    国県等補助金 2,028,149 2,028,149

  本年度差額 -693,578 -693,578

  固定資産等の変動（内部変動） -260,764 260,764

    有形固定資産等の増加 927,567 -927,567

    有形固定資産等の減少 -1,198,759 1,198,759

    貸付金・基金等の増加 180,751 -180,751

    貸付金・基金等の減少 -170,323 170,323

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  その他 309,378 309,378

  本年度純資産変動額 -384,200 -260,764 -123,436

本年度末純資産残高 16,357,741 20,022,401 -3,664,660

純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日
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一般会計等 【様式第4号】

（単位：千円）

資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 8,804,114

    業務費用支出 4,013,391

      人件費支出 1,426,535

      物件費等支出 2,494,288

      支払利息支出 30,721

      その他の支出 61,846

    移転費用支出 4,790,723

      補助金等支出 3,780,182

      社会保障給付支出 649,897

      他会計への繰出支出 353,527

      その他の支出 7,116

  業務収入 9,451,125

    税収等収入 7,041,038

    国県等補助金収入 2,028,149

    使用料及び手数料収入 77,431

    その他の収入 304,507

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 647,011

【投資活動収支】

  投資活動支出 542,518

    公共施設等整備費支出 310,131

    基金積立金支出 119,367

    投資及び出資金支出 866

    貸付金支出 112,154

    その他の支出 -

  投資活動収入 221,417

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 119,329

    貸付金元金回収収入 101,765

    資産売却収入 324

    その他の収入 -

投資活動収支 -321,101

【財務活動収支】

  財務活動支出 325,415

    地方債償還支出 315,400

    その他の支出 10,014

  財務活動収入 98,000

    地方債発行収入 95,000

前年度末歳計外現金残高 35,644

本年度歳計外現金増減額 38,442

本年度末歳計外現金残高 74,085

本年度末現金預金残高 671,796

    その他の収入 3,000

財務活動収支 -227,415

本年度資金収支額 98,495

前年度末資金残高 499,215

本年度末資金残高 597,711
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注記（一般会計等） 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

  開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明な  

ものは原則として再調達原価としております。 

  開始後については、原則として取得原価とし、再評価は行わないこととしております。 

  なお、適正な対価を支払わずに取得したものは原則として再調達原価により評価して

おります。ただし、無償で移管を受けた道路、河川及び水路の敷地については、原則と

して備忘価額１円により評価しております。 

 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

・出資金のうち、市場価格があるものについては、会計年度末における市場価格をもっ

て貸借対照表価額としております。  

・出資金のうち、市場価格がないものについては、出資金額をもって貸借対照表価額と

しております。 

  ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値

が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。 

  なお、出資金の価値の低下割合が 30％以上である場合には、「著しく低下したとき」

に該当するものとしております。 

 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産）  

  定額法を採用しております。 

・無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

・徴収不能引当金 

  過去 5年間の平均不納欠損率により計上しております。 

・賞与引当金 

  翌年度 6 月支給予定の期末・勤勉手当及びそれに係る法定福利費のうち、全支給対象

期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しております。 

・退職給付引当金 

  地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っ

ております。 
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・投資損失引当金 

  投資及び出資金に対する損失に備えるため、保有している出資金等の実質価額が著し

く低下した場合には、出資金額と実質価額の差額を計上しております。 

 

（５）リース取引の処理方法 

  リース料総額 300 万円超の所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の

売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っております。 

  なお、少額リース資産及び短期のリース取引については、簡便的な取扱いをし、通常

の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております。 

 

（６）資金収支計算書における資金の範囲 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 235 条の４第１項に規定する歳入歳出に属す

る現金（歳計現金）としております。 

 

（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

 ①消費税等の会計処理 

  税込方式により処理しております。 

 ②物品及び工作物の計上基準 

  物品及び工作物については、原則として取得原価または再調達原価が 50 万円以上のも

のを計上しております。 

 

２ 重要な後発事象 

  該当なし 

 

３ 偶発債務 

  該当なし 

 

４ 追加情報 

（１）対象範囲 

対象とする会計 

  一般会計、新潟県営開拓パイロット事業聖籠町特別会計 

 

（２）一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異 

  一般会計等には介護サービス事業が含まれております。 
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（３）出納整理期間 

  地方自治法第 235 条の５の規定により出納整理期間が設けられています。当会計年度

に係る出納整理期間（平成 30 年４月１日～５月 31 日）における現金の受払い等を終了

した後の計数をもって会計年度末の計数としております。 

 

（４）表示単位（端数処理等） 

表示単位未満の金額は四捨五入により処理しているため、合計金額等に齟齬が生じる

場合があります。 

 

（５）純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

①固定資産等形成分 

減価償却累計額控除後の固定資産の残高に、流動資産のうち短期貸付金と基金を加算

した額を計上しております。 

②余剰分（不足分） 

短期貸付金と基金を控除した後の流動資産の残高から将来の支出が見込まれる負債を

控除した額を計上しております。 
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全体会計 【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 35,023,999   固定負債 16,858,383

    有形固定資産 29,773,470     地方債等 8,887,776

      事業用資産 12,221,472     長期未払金 -

        土地 3,156,712     退職手当引当金 1,045,179

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 20,881,616     その他 6,925,428

        建物減価償却累計額 -11,992,947   流動負債 1,001,355

        工作物 2,377,014     １年内償還予定地方債等 745,005

        工作物減価償却累計額 -2,202,221     未払金 37,678

        船舶 590     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -590     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 97,867

        航空機 -     預り金 77,535

        航空機減価償却累計額 -     その他 43,269

        その他 - 負債合計 17,859,738

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 1,296   固定資産等形成分 35,585,583

      インフラ資産 17,315,591   余剰分（不足分） -16,359,282

        土地 578,718   他団体出資等分 -

        建物 188,412

        建物減価償却累計額 -99,522

        工作物 41,356,264

        工作物減価償却累計額 -25,450,525

        その他 1,091,753

        その他減価償却累計額 -517,193

        建設仮勘定 167,684

      物品 1,353,653

      物品減価償却累計額 -1,117,245

    無形固定資産 1,224,104

      ソフトウェア -

      その他 1,224,104

    投資その他の資産 4,026,425

      投資及び出資金 2,868,983

        有価証券 -

        出資金 2,868,983

        その他 -

      長期延滞債権 37,242

      長期貸付金 450,363

      基金 707,869

        減債基金 -

        その他 707,869

      その他 890

      徴収不能引当金 -2,921

  流動資産 2,062,040

    現金預金 1,422,822

    未収金 74,832

    短期貸付金 -

    基金 561,584

      財政調整基金 476,936

      減債基金 84,648

    棚卸資産 448

    その他 3,450

    徴収不能引当金 -1,095

  繰延資産 - 純資産合計 19,226,301

資産合計 37,086,039 負債及び純資産合計 37,086,039

貸借対照表
（平成30年3月31日現在）
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全体会計 【様式第2号】

（単位：千円）

    資産売却益 -

    その他 -

純行政コスト 10,277,224

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 79

  臨時利益 -

  臨時損失 79

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    使用料及び手数料 529,746

    その他 318,227

純経常行政コスト 10,277,145

      社会保障給付 649,897

      その他 8,011

  経常収益 847,973

        その他 68,618

    移転費用 4,921,251

      補助金等 3,868,436

      その他の業務費用 232,231

        支払利息 159,522

        徴収不能引当金繰入額 4,091

        維持補修費 112,704

        減価償却費 1,346,224

        その他 4,748

        その他 93,259

      物件費等 3,971,697

        物件費 2,508,021

        職員給与費 1,294,132

        賞与等引当金繰入額 97,867

        退職手当引当金繰入額 514,681

  経常費用 11,125,118

    業務費用 6,203,867

      人件費 1,999,939

行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額
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全体会計 【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 17,468,852 34,158,447 -16,689,595 -

  純行政コスト（△） -10,277,224 -10,277,224 -

  財源 9,632,242 9,632,242 -

    税収等 7,602,113 7,602,113 -

    国県等補助金 2,030,129 2,030,129 -

  本年度差額 -644,982 -644,982 -

  固定資産等の変動（内部変動） 1,664,046 -1,664,046

    有形固定資産等の増加 3,357,791 -3,357,791

    有形固定資産等の減少 -1,704,172 1,704,172

    貸付金・基金等の増加 180,751 -180,751

    貸付金・基金等の減少 -170,323 170,323

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 2,371,955 -267,386 2,639,341

  本年度純資産変動額 1,757,449 1,427,136 330,313 -

本年度末純資産残高 19,226,301 35,585,583 -16,359,282 -

純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日
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全体会計 【様式第4号】

（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 35,644

本年度歳計外現金増減額 38,442

本年度末歳計外現金残高 74,085

本年度末現金預金残高 1,422,822

財務活動収支 -519,193

本年度資金収支額 113,049

前年度末資金残高 1,235,687

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 1,348,736

    地方債等償還支出 703,178

    その他の支出 10,014

  財務活動収入 194,000

    地方債等発行収入 191,000

    その他の収入 3,000

    資産売却収入 324

    その他の収入 9,525

投資活動収支 -349,201

【財務活動収支】

  財務活動支出 713,193

    その他の支出 -

  投資活動収入 230,943

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 119,329

    貸付金元金回収収入 101,765

  投資活動支出 580,143

    公共施設等整備費支出 347,756

    基金積立金支出 119,367

    投資及び出資金支出 866

    貸付金支出 112,154

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 79

  臨時収入 -

業務活動収支 981,443

【投資活動収支】

    税収等収入 7,399,769

    国県等補助金収入 2,030,129

    使用料及び手数料収入 496,291

    その他の収入 311,496

  臨時支出 79

    移転費用支出 4,921,251

      補助金等支出 3,868,436

      社会保障給付支出 649,897

      その他の支出 8,011

  業務収入 10,237,684

    業務費用支出 4,334,911

      人件費支出 1,479,184

      物件費等支出 2,630,897

      支払利息支出 159,522

      その他の支出 65,309

資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 9,256,162
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注記（全体会計） 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

  開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明な  

ものは原則として再調達原価としております。 

  開始後については、原則として取得原価とし、再評価は行わないこととしております。 

  なお、適正な対価を支払わずに取得したものは原則として再調達原価により評価して

おります。ただし、無償で移管を受けた道路、河川及び水路の敷地については、原則と

して備忘価額１円により評価しております。 

  ただし、地方公営企業法が適用される下水道事業会計及び水道事業会計については、

同法の会計基準に基づき計上しております。 

 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

・出資金のうち、市場価格があるものについては、会計年度末における市場価格をもっ

て貸借対照表価額としております。  

・出資金のうち、市場価格がないものについては、出資金額をもって貸借対照表価額と

しております。 

  ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値

が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。 

  なお、出資金の価値の低下割合が 30％以上である場合には、「著しく低下したとき」

に該当するものとしております。 

 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産）  

  定額法を採用しております。 

・無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

・徴収不能引当金 

  債権の不納欠損による損失に備えるため、不納欠損の実績率等による回収不能見込額

を計上しております。 

・賞与引当金 

  翌年度 6 月支給予定の期末・勤勉手当及びそれに係る法定福利費のうち、全支給対象

期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しております。 
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・退職給付引当金 

  地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っ

ております。 

・投資損失引当金 

  投資及び出資金に対する損失に備えるため、保有している出資金等の実質価額が著し

く低下した場合には、出資金額と実質価額の差額を計上しております。 

 

（５）リース取引の処理方法 

  所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じ

て会計処理を行っております。 

  なお、少額リース資産及び短期のリース取引等については、簡便的な取扱いをし、通

常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております。 

 

（６）資金収支計算書における資金の範囲 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 235 条の４第１項に規定する歳入歳出に属す

る現金（歳計現金）としております。 

 

（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  税込方式により処理しております。 

ただし、地方公営企業法が適用される下水道事業会計及び水道事業会計については、

税抜方式により処理しております。 

 

２ 重要な後発事象 

  該当なし 

 

３ 偶発債務 

  該当なし 

 

４ 追加情報 

（１）対象範囲 

①対象とする会計 

  一般会計、新潟県営開拓パイロット事業聖籠町特別会計、国民健康保険特別会計（事

業勘定）、国民健康保険特別会計（施設勘定）、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別

会計、下水道事業会計、水道事業会計 
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②地方公営企業法適用会計の連結方法 

下水道事業会計及び水道事業会計については、地方公営企業法の会計基準に基づく法

定決算書類を統一的な基準に読み替えて全部連結をしております。 

 

（２）出納整理期間 

  地方自治法第 235 条の５の規定により出納整理期間が設けられています。当会計年度

に係る出納整理期間（平成 30年４月１日～５月 31 日）における現金の受払い等を終了

した後の計数をもって会計年度末の計数としております。 

 

（３）表示単位（端数処理等） 

表示単位未満の金額は四捨五入により処理しているため、合計金額等に齟齬が生じる

場合があります。 

 

（４）純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

①固定資産等形成分 

減価償却累計額控除後の固定資産の残高に、流動資産のうち短期貸付金と基金を加算

した額を計上しております。 

②余剰分（不足分） 

短期貸付金と基金を控除した後の流動資産の残高から将来の支出が見込まれる負債を

控除した額を計上しております。 
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連結会計 【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 37,742,051   固定負債 18,258,823

    有形固定資産 31,703,128     地方債等 9,380,401

      事業用資産 13,477,990     長期未払金 1,138

        土地 3,359,382     退職手当引当金 1,859,048

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 22,142,945     その他 7,018,236

        建物減価償却累計額 -12,509,135   流動負債 1,099,681

        工作物 3,831,750     １年内償還予定地方債等 791,564

        工作物減価償却累計額 -3,348,523     未払金 70,751

        船舶 590     未払費用 1,747

        船舶減価償却累計額 -590     前受金 2

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 113,868

        航空機 -     預り金 78,350

        航空機減価償却累計額 -     その他 43,401

        その他 275 負債合計 19,358,504

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 1,296   固定資産等形成分 38,317,426

      インフラ資産 17,946,552   余剰分（不足分） -17,692,838

        土地 628,638   他団体出資等分 69,492

        建物 265,156

        建物減価償却累計額 -148,475

        工作物 42,238,822

        工作物減価償却累計額 -25,928,887

        その他 1,398,196

        その他減価償却累計額 -702,138

        建設仮勘定 195,240

      物品 1,603,085

      物品減価償却累計額 -1,324,499

    無形固定資産 1,224,872

      ソフトウェア -

      その他 1,224,872

    投資その他の資産 4,814,051

      投資及び出資金 2,619,534

        有価証券 3,094

        出資金 2,616,440

        その他 -

      長期延滞債権 37,353

      長期貸付金 450,363

      基金 1,744,902

        減債基金 3,182

        その他 1,741,720

      その他 918

      徴収不能引当金 -3,018

  流動資産 2,310,533

    現金預金 1,626,153

    未収金 88,411

    短期貸付金 -

    基金 575,375

      財政調整基金 490,727

      減債基金 84,648

    棚卸資産 3,602

    その他 18,086

    徴収不能引当金 -1,095

  繰延資産 - 純資産合計 20,694,080

資産合計 40,052,584 負債及び純資産合計 40,052,584

連結貸借対照表
（平成30年3月31日現在）
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連結会計 【様式第2号】

（単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

  経常費用 13,172,485

    業務費用 7,203,379

      人件費 2,386,412

        職員給与費 1,608,809

        賞与等引当金繰入額 108,036

        退職手当引当金繰入額 512,902

        その他 156,664

      物件費等 4,489,736

        物件費 2,760,058

        維持補修費 209,924

        減価償却費 1,514,252

        その他 5,502

      その他の業務費用 327,231

        支払利息 164,840

        徴収不能引当金繰入額 4,091

        その他 158,300

    移転費用 5,969,106

      補助金等 3,898,504

      社会保障給付 1,664,328

      その他 11,367

  経常収益 1,369,697

    使用料及び手数料 655,008

    その他 714,690

純経常行政コスト 11,802,787

  臨時損失 43,959

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 0

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 7,959

  臨時利益 8,164

    資産売却益 -

    その他 8,164

純行政コスト 11,838,581
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連結会計 【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 18,749,428 36,632,249 -17,952,312 69,491

  純行政コスト（△） -11,838,581 -11,838,582 0

  財源 11,077,188 11,077,188 -

    税収等 8,598,318 8,598,318 -

    国県等補助金 2,478,870 2,478,870 -

  本年度差額 -761,394 -761,394 0

  固定資産等の変動（内部変動） 1,312,378 -1,312,378

    有形固定資産等の増加 3,389,731 -3,389,731

    有形固定資産等の減少 -2,125,174 2,125,174

    貸付金・基金等の増加 225,491 -225,491

    貸付金・基金等の減少 -177,670 177,670

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 7,069 7,069

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 301,177 992,495 -691,318 -

  その他 2,397,800 -626,764 3,024,564

  本年度純資産変動額 1,944,652 1,685,178 259,474 0

本年度末純資産残高 20,694,080 38,317,426 -17,692,838 69,492

連結純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日
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連結会計 【様式第4号】

（単位：千円）

連結資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 11,164,641

    業務費用支出 5,211,127

      人件費支出 1,873,078

      物件費等支出 3,001,003

      支払利息支出 164,840

      その他の支出 172,206

    移転費用支出 5,953,514

      補助金等支出 3,898,504

      社会保障給付支出 1,664,328

      その他の支出 -4,225

  業務収入 12,187,418

    税収等収入 8,393,897

    国県等補助金収入 2,480,665

    使用料及び手数料収入 620,502

    その他の収入 692,355

  臨時支出 7,726

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 7,726

  臨時収入 8,164

業務活動収支 1,023,215

【投資活動収支】

  投資活動支出 705,744

    公共施設等整備費支出 467,357

    基金積立金支出 124,379

    投資及び出資金支出 1,854

    貸付金支出 112,154

    その他の支出 -

  投資活動収入 239,240

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 126,634

    貸付金元金回収収入 101,765

    資産売却収入 324

    その他の収入 10,518

投資活動収支 -466,505

【財務活動収支】

  財務活動支出 765,674

    地方債等償還支出 755,652

    その他の支出 10,022

  財務活動収入 308,395

    地方債等発行収入 304,677

    その他の収入 3,718

前年度末歳計外現金残高 36,770

本年度歳計外現金増減額 37,639

本年度末歳計外現金残高 74,409

本年度末現金預金残高 1,626,153

財務活動収支 -457,279

本年度資金収支額 99,432

前年度末資金残高 1,450,522

比例連結割合変更に伴う差額 1,790

本年度末資金残高 1,551,743
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注記（連結会計） 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

  開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明な  

ものは原則として再調達原価としております。 

  開始後については、原則として取得原価とし、再評価は行わないこととしております。 

  なお、適正な対価を支払わずに取得したものは原則として再調達原価により評価して

おります。ただし、無償で移管を受けた道路、河川及び水路の敷地については、原則と

して備忘価額１円により評価しております。 

  ただし、地方公営企業法が適用される下水道事業会計及び水道事業会計については、

同法の会計基準に基づき計上しております。また、その他の連結対象団体については、

当該団体が適用する会計基準に基づき計上しております。 

 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

・出資金のうち、市場価格があるものについては、会計年度末における市場価格をもっ

て貸借対照表価額としております。  

・出資金のうち、市場価格がないものについては、出資金額をもって貸借対照表価額と

しております。 

  ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値

が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。 

  なお、出資金の価値の低下割合が 30％以上である場合には、「著しく低下したとき」

に該当するものとしております。 

 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

  定額法を採用しております。 

ただし、連結対象団体が所有する有形固定資産等の一部については、定率法を採用し

ております。 

   

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

・徴収不能引当金 

  債権の不納欠損による損失に備えるため、不納欠損の実績率等による回収不能見込額

を計上しております。 

・賞与引当金 

  翌年度 6 月支給予定の期末・勤勉手当及びそれに係る法定福利費のうち、全支給対象

期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しております。 
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・退職給付引当金 

  地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っ

ております。 

  なお、一部の連結対象団体については、期末における退職給付債務等の見込額を基礎

として計上しております。 

 

（５）リース取引の処理方法 

  所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じ

て会計処理を行っております。 

  なお、一部のリース取引については、簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法

に準じて会計処理を行っております。 

 

（６）資金収支計算書における資金の範囲 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 235 条の４第１項に規定する歳入歳出に属す

る現金（歳計現金）としています。 

 

（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  税込方式により処理しております。 

ただし、下水道事業会計、水道事業会計その他一部の連結対象団体については、税抜

方式により処理しております。 

 

２ 重要な後発事象 

  該当なし 

 

３ 偶発債務 

  該当なし 

 

４ 追加情報 

（１）対象範囲 

①対象とする会計 

  一般会計、新潟県営開拓パイロット事業聖籠町特別会計、国民健康保険特別会計（事

業勘定）、国民健康保険特別会計（施設勘定）、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別

会計、下水道事業会計、水道事業会計、新潟県市町村総合事務組合、新発田地域広域事

務組合、新発田地域老人福祉保健事務組合、下越障害福祉事務組合、豊栄郷清掃施設処

理組合、新潟県後期高齢者医療広域事務組合、新潟東港地域水道用水供給企業団、㈱聖
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籠の杜、聖籠町地場物産㈱、下越土地開発公社 

 

②連結方法 

ア 全部連結 

下水道事業会計、水道事業会計、㈱聖籠の杜及び聖籠町地場物産㈱については、決算

書類を統一的な基準に読み替えて全部連結をしております。 

 

 イ 比例連結 

  新潟県市町村総合事務組合、新発田地域広域事務組合、新発田地域老人福祉保健事務

組合、下越障害福祉事務組合、豊栄郷清掃施設処理組合、新潟県後期高齢者医療広域事

務組合、新潟東港地域水道用水供給企業団及び下越土地開発公社については、下記の比

例連結割合により比例連結をしております。 

 

対象団体名 比例連結割合 

新潟県市町村総合事務組合 0.9279 ％ 
新発田地域広域事務組合 10.3000 ％ 

新発田地域老人福祉保健事務組合 10.9100 ％ 

下越障害福祉事務組合 5.7900 ％ 

豊栄郷清掃施設処理組合 21.4900 ％ 

新潟県後期高齢者医療広域事務組合 0.4329 ％ 

新潟東港地域水道用水供給企業団 5.9846 ％ 

下越土地開発公社 2.8571 ％ 

 

 

（２）出納整理期間 

  地方自治法第 235 条の５の規定により出納整理期間が設けられています。当会計年度

に係る出納整理期間（平成 30年４月１日～５月 31 日）における現金の受払い等を終了

した後の計数をもって会計年度末の計数としております。 

 

（３）表示単位（端数処理等） 

表示単位未満の金額は四捨五入により処理しているため、合計金額等に齟齬が生じる

場合があります。 


